
　常任委員会は「農林委員会」の所属となりました。岐阜県は総面積

の81%が森林で占められる森林県であり、農業も地域の基幹産業で

す。一方で、担い手不足、資材高騰、獣害、森林整備の遅れなど、現

場の負担は年々重くなっています。

　委員会では、農業・林業・畜産、治山や森林整備、木材利用の促

進、鳥獣害対策など、暮らしと地域経済を支えるテーマを幅広く扱い

ます。

　現場の実態を丁寧に伺い、制度の改善や予算の使い方まで踏み込ん

で、実効性ある政策につなげていきます。

TOSHIKI POST

　令和7年9月の岐阜県議会議員補欠選挙において、皆さまのご支援を賜り

初当選いたしました。託していただいた一票一票の重みを胸に、県政の現

場で学び、動き、届ける毎日が始まっています。

　生活の土台である「教育」「子育て」「地域の利便性向上」を中心に、机

上の理想ではなく、現場の事実と数字に基づいて課題を整理し、改善につ

なげる姿勢を大切にしています。

　まだ歩みは始まったばかりですが、岐阜市の声を県政にまっすぐ届け、

成果としてお返しできるよう、誠実に取り組んでまいります。

岐阜県議会議員としての歩みがスタート！
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農林委員会へ配属となりました

農林委員会の県外視察へ
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　農林委員会では11月10日から12日にかけて、四国（徳島・高知・愛媛）を県外視察しました。初日

は、徳島県東みよし町の「にし阿波ビーフ」で、食肉のハラル認証取得から加工工程、海外販路の考え

方を伺いました。2日目は高知県立林業大学校で担い手育成の仕組みを学び、続いて高知県農業技術セ

ンターで、IoT・AI等を活用した次世代施設園芸（IoP）とデータ連携の取組を視察しました。愛媛では

「ゆうぼく（おかざき牧場）」で畜産DXと6次産業化、最終日はサイプレス・スナダヤで国産材CLTの

一貫生産を学びました。

　得られた知見を、岐阜県のスマート農業・畜産の省力化、人材育成、県産材の需要創出、輸出対応の

高度化に結び付け、現場に届く施策提案に反映してまいります。



教育長答弁

 岐阜県公共施設予約管理システムが、これまで以上に広く県民に利用されるよう県内のあらゆる

公共施設での利用を可能とし、また、予約から利用料の決済までをオンライン上で可能にするな

ど、その利便性、広域性を向上させていく必要があると考えますが、今後どのように取り組まれる

のか、お聞かせください。

総務部長答弁

　受検生の多様な個性や、取り組んできた成果を評価するために、平成14年から実施してきた特色化選抜は、

多くの中学3年生が3学期の半ばの2月に進路先が決定し、
3月の一般選抜を受検する生徒が全体の僅か3割にな

るなどの弊害がありました。そのために、現行の制度ですが、これは平成25年から多面的な評価を継承する独

自検査を含む選抜を一部取り入れ、現在の入試制度としたところです。議員からご提案のあった併願制について

は、今年4月に、政府において、デジタル技術を活用した併願制の議論がなされたと承知しております。併願制

については、第1希望が不合格でも第2希望で合格できるかもしれないという安心感がある一方で、高校の序列

令和7年12月議会にて初の一般質問に登壇

【質問①】併願制の導入を含めた公立高校入試の改善について

受検生が安心して高校入試に臨めるよう、併願制の導入を検討すべきと考えますが、併願制の導入

を含め、公立高校入試の改善についてどのようにお考えか、お聞かせください。
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日々の活動を公開中

【質問②】岐阜県公共施設予約管理システムの利便性向上について

Official Web Site

化が一層強まること、さらには高校の特色ではなく学力を優先した安

易な志望校の選択、第2希望で合格した生徒の入学後のモチベーショ

ンの低下など懸念があり、導入には慎重な検討が必要だというふうに

考えております。

 高校入試は、自分に最も合う学校を選ぶことが何より大切です。それ

ゆえ、その制度については、必要があれば都度改善を検討してまいり

ます。

　現在、本システムは、ひと月あたりのオンライン予約件数が、リニューアル前の約5倍となる6千件に増加す

るなど、多くの県民の皆様の利便性向上に寄与しております。更なる利便性向上に向けましては、まず、参加市

町村の拡大が重要であると認識しております。現在の8市町に加え、来年度以降、9市町が参加の意向を示して

いただいておりますが、引き続き、市町村独自の予約システムの更新時期を捉えながら、参加を働きかけてまい

ります。また、本システムには、予約、変更、キャンセル、決済など、一連の手続が完結可能な機能が備わって

おります。しかし、その機能を採用するか否かの判断を各施設に委ねてきたため、施設によっては利用できない

手続があり、改善が必要でございます。このため、まずは県において、例えば、指定管理施設について、運営に

支障のない範囲で、指定管理業務として各種機能の採用を定めるなど、手続のワンストップ化に取り組んでまい

ります。その上で、参加市町村にも改善に向けた取組を促してまいります。


